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戦後都議会の変容と東京都の自民党
Post-War Metropolitan Assembly and Liberal Democratic Party of Tokyo
光延忠彦
MITSUNOBU Tadahiko
要旨　1955年の自民党の成立以降65年の「刷新都議会選挙」までの間、東京都議会（都
議会）内では自民党の多数が継続されたが、当該選挙を分岐に多数党は存在しない政党配
置にそれは変容した。その後、東京都の自民党は、都内一部の選挙区での補選で勝利して
一時的に多数を占めたことはあったものの、ほぼ少数の勢力で推移した。
　65年の都議会選挙において東京都の自民党が少数化した直接的要因は、都議会議長の
交替に伴う贈収賄事件とされてきた。しかし、一方で、65年の都議会選挙で東京都の公
明党や東京都の民社党も議席を獲得したことから、都議会は、「多党化の時代」を迎える
ことにもなった。こうしたことから、65年の「刷新都議会選挙」は、戦後都議会内の政
党配置に決定的な変化をもたらす契機となったのである。
　そこで、東京都の自民党は、いかなる要因から長期に低迷して少数にならざるを得なかっ
たのか。本稿は、この点に、「政党組織の候補者選定」という視角から一定の解答を提出
する。政党による「候補者調整と政党間の棲み分け」が、東京都の自民党組織の消長に影
響したという結論を、「刷新都議会選挙」の前と後との、東京都の自民党勢力の比較を通
じて提出する。
　ところで、こうした研究は、一中核自治体の議会選挙の分析ではあるが、しかし、それ
とともに、大都市部における自民党組織の集票活動は如何なる状況なのか、この点につい
ても示唆が得られる意義を有する。
1．はじめに
　63年 4月の東京都知事選挙では、東京都の自民党が支持した東知事が再選された。ただ、
これと同時に、この選挙では、東派に関わる買収、戸別訪問、脱法文書配布なども摘発さ
れたため、この影響は、都庁関係者までにも及んだ。多くの現職職員が、出頭や逮捕ある
いは事情聴取などを求められたことに加え、元副知事の逮捕にまで発展した。この意味で、
この選挙は都政史上まれな選挙違反事件、いわゆる「ニセ証紙事件」に帰結したのである。
　しかし、一方で、この選挙と同時であった都議会選挙では、そうした影響下にも拘わら
ず、東京都の自民党は、59年の選挙に連続して単独での多数を確保したため、都政におい
て知事と議会の二つの権力を掌握して政治的基盤を安定的なものにしたと言ってもよい。
東京都の自民党は、59年選挙で73議席という過去最高の議席を確保していたが、63年選挙
でも前回選挙に劣らぬ69議席を獲得して、大きな勢力を誇示することに成功していたので
ある1）。
　しかるに、この選挙の 2年後に行われた都議会選挙では、こうした東京都の自民党の優
位の状況も一変する。65年、都議会は解散し、再選挙を実施するという、地方政治史上、
稀有な事態に陥ったからである。
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　東京オリンピックの翌年の65年 3月、都議会議長の交替に伴う議長選挙の際、贈収賄が
明るみに出て、選出された議長はもとより、彼を選んだ都議会内会派の自民党議員も17人
が逮捕されという結末を迎えた。この結果、東京都内の住民を中心とする都議会の解散を
求める世論は、国会における特別法の成立という異例な事態にまで進展して、都議会は65
年 6月14日、解散するに至る。
　解散後の 7月23日の都議会選挙では、東京都の社会党が45人もの議席を獲得したのとは
対照的に、東京都の自民党は一挙に30議席余を失って、都議会内比較第 2党に配された。
さらにこの選挙では、東京都の公明党、東京都の共産党、東京都の民社党も議席を得て、
都議会内は、自民、社会、公明、共産、民社党の会派で構成されることになり、都議会は
多党化の時代を迎えることにもなったのである。
　興味深いことに、55年の自民党の成立以降、この都議会選挙までの間、都議会内会派の
自民党は、多数党として存在したが、この議員選挙を分岐に多数党は不在の政党配置に都
議会は変容した。確かに、東京都の自民党は、東京都内の一部の選挙区での補選に勝利し
て、一時的に多数を占めたことはあったが、しかし、ほぼ少数で推移した。都議会内では、
自民党会派はもとより、単独で多数を獲得する政党の会派は登場しない状況になったので
ある。この意味で65年の都議会選挙、いわゆる「刷新都議会選挙」は、戦後の都議会の政
党配置に重要な変化をもたらす契機になったのである（表 1、図 1）。
　ところで、都議会に関する研究蓄積4）では、一部の選挙分析はあったものの、必ずしも
十分ではなかった。選挙分析から示唆される都議会選挙の、他の自治体議会選挙に先行す
る傾向の提出によって、都議会選挙の先進性や特殊性といった、都議会選挙の有する特質
表 1－都議会選挙における政党の獲得議席数の推移2）
選挙年 定数 過半数 自由 民主 社会 左社 右社 共産 自民 公明 民社 自ク 進歩 ネッ 日新 みん 民主 維新 他 無属
51年 120 61 65 12 19  2 22
55年 120 61 17 55 19 13  2 72 14
59年 120 61 42  2 73  3
63年 120 61 32  2 69 17
65年 120 61 45  9 38 23 4  1
69年 126 64 24 18 54 25 4  1
73年 125 64 20 24 51 26 2  2
77年 126 64 18 11 56 25 3 10  3
81年 127 64 15 16 52 27 5  8  4
85年 127 64 11 19 56 29 2  6  4
89年 128 65 29 14 43 26 3 1 2 10
93年 128 65 14 13 44 25 2 3 20  7
97年 127 64  1 26 54 24 2 12  8
01年 127 64 15 53 23 6 22 1  7
05年 127 64 13 48 23 3 35 1  4
09年 127 64  8 38 23 2 54  2
13年 127 64 17 59 23 3  7 15 2  1
（注）　・1963年の公明党は同党の前身である「公明政治連盟（政治団体）」になっている。
　　　・ 1951、55年 4月の都議選時において、自民党は未だ成立していなかったが、煩雑さを回避する目的で、日本民主
党と自由党とを「自民党」に集約した。
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の提出が中心であったため、既存の研究は、東京都の選挙と他自治体の選挙との差異の強
調に重点が置かれていたように思われる。
　また、65年の都議会選挙から東京都の自民、社会、共産、民社党に加えて、東京都の公
明党が都議会内に議席を得て、本格的に進出してきたため、この影響を東京都の自民党が
受けたとされる。
　さらにいえば、60年代の高度経済成長に符合するかのように、東京都の人口増加は、従
来の選挙を都市型選挙に変容させたにもかかわらず、東京都の自民党の旧来の党派的動員
は不十分であったため、東京都の自民党は有権者からの支持を喪失した点を指摘する向き
もある。これらの点から、東京都の自民党は、都議会内で少数化したという理解が一般的
である。
　しかしながら、都議会内会派の多党化は、65年以前から進行していた。すなわち、65年
の都議会選挙以前の55年の都議会選挙の際、既に東京都の共産党は議席を得ていたし、続
く、63年の都議会選挙でも、東京都の民社党は議席こそ得てはいないが21人もの候補者を
立ててもいた。さらにいえば、東京都の公明党、即ち、その前身である政治団体、公明政
治連盟は、63年の都議会選挙で、既に17議席を獲得していた。つまり、都議会内の多党化
は、65年の都議会以前から存在していたのである。そうすると、こうした一般的理解は説
得力に欠けることになる。仮に、都議会内会の多党化が、都議会内会派である自民党の少
数化に帰するという場合、都議会内各会派の勢力状況を、55年あたりから長期的にみれば、
確かにこうした理解もできるが、しかし、なぜ少数化の開始が65年でなければならなかっ
たのかという点については、説明力が低い。
　また、従来の東京都民に加えて、高度経済成長に伴う、非都市部からの若年を中心とし
た人口流入が、新たな有権者を創出した。こうした「新都民」に対する東京都の自民党の
党派的動員が不成功に帰結したという理解も一般的には分かりやすい。しかし、仮に、そ
図 1－都議会選挙における政党の獲得議席数の推移3）
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うした「新都民」の多くが棄権して投票しなかったとしても（65年の都議会選挙では
48. 5％もの有権者が投票していない―表 2より）、東京都の自民党を支持する有権者が、
たとえ少数であっても、東京都の自民党に投票しさえすれば、選挙における投票率は低く
ても、低ければ低いなりの選挙結果によっても都議会の議席は確定されるわけだから、選
挙に無関心の多くの有権者の存在があったとしても、それが東京都の自民党の都議会内に
おける議席数の小数化に直結したという認識にも難がある。
　確かに、これらの理解は、自民党を取り巻く外部要因から、東京都の自民党の衰退を説
明する議論であるが、しかし、これらの外部要因の説明力が低いというのであれば、また、
東京都の自民党が、65年の都議会選挙を契機として以降、政党としての党派的動員能力を
低下させて、少数化したというのであれば、既述の疑義は、東京都の自民党の、政党その
もののあり方に、何らかの要因があったためではないかということにならざるを得ない。
　そこで、本稿では、東京都の自民党自体に焦点を当て、東京都の自民党は、いかなる要
因から長期に低迷して少数に至ったのか、この点に、政党組織の候補者選定という視角か
ら、解答を提出することを試みる。
　また、こうした議論は、確かに、日本の首都である東京都の議会研究であるとはいえ、
47都道府県のうちの一中核自治体議会の分析でしかないといえなくもない。しかし、この
ような議論を通じて、大都市部における自民党組織の集票状況についても一定の理解が進
むとすれば、都政研究の進展にも寄与できる。
　以下では、先ず、本稿の問題状況について述べ、次節では、東京都の自民党がどのよう
にして都議会選挙に臨んだのかについて、続く節では、なぜ、そのような状況に至ったの
か、その背景について議論し、まとめと続く。
　さて、13年 6月、都議会選挙は実施され、確かに、東京都の自民党は、擁立した候補者
全員が当選するという、都政史に、稀に見るレコードを樹立したが、しかし、後に検討す
るように、それでも、都議会内会派の自民党の少数化の状況は変わっていない。何らかの
要因が東京都の自民党自体に存在するのであろう。以下でそれを探ってみよう。
2．東京都の自民党の候補者選定とその帰結
　東京都の自民党の獲得議席数については表 1および図 1で示したので、この議席に結実
した有権者の東京都の自民党への投票について検討することから始めたい。
　表 2は各政党の都議会選挙における絶対得票率の推移を示したものである。東京都の自
民党は、63年の都議会選挙までは30％強の支持を獲得しているが、65年の都議会選挙以降
においては例外なく、63年の都議会選挙までのレヴェルに復帰していない。その状況は、
精々、20％強までであり、結果的には、63年の都議会選挙から約 1割もの支持を喪失して
いる。なぜ、63年の都議会選挙のレヴェルまで復帰できなかったのであろう。
　表 2は選挙当日の有権者のうちで東京都の自民党候補に投票した人数の有権者全体に対
する比率（絶対得票率）であるが、こうした有権者は、当該有権者が居住する選挙区に東
京都の自民党候補がいれば、その候補の氏名を記載して投票できる。しかし、そこに東京
都の自民党候補がいなければ東京都の自民党には投票できないことになる。その時々の選
挙において、東京都の自民党候補が有権者個人にとって魅力的であったか否かは別に、政
党としては、自党の候補者を当該選挙区に擁立すること、つまり立候補させなければ、こ
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表 2－東京都議会選挙における各政党の絶対得票率の推移
知事 安井③ 東① 東② 東② 美濃① 美濃② 美濃③ 鈴木① 鈴木② 鈴木③ 鈴木④ 青島 石原① 石原② 石原③ 猪瀬①
選挙年 55年 59年 63年 65年 69年 73年 77年 81年 85年 89年 93年 97年 01年 05年 09年 13年
自民党 31.1 35.6 31.6 17.6 19.5 20.6 23 18.5 19.1 17.7 15.8 12.4 17.7 13.3 13.9 15.4
公明党 （6.9）  7.7 10.3 10.6   9.4 10.6 11.2  9.1  8.1  7.5  7.4  7.8  7.1  6.0
共産党  1.6  2.1  3.0  5.9 8.6 12.2   9.1  8.7  8.2  8.1  6.9  8.6  7.7  6.7  6.8  5.8
社会党 13.8 19.9 18.2 16.3 14.4 12.4   9.7  6.8  6.2 14.2  6.6
民社党  3.5  4.0  2.3  2.2   2.2  2.1  1.6  1.3  0.8
新自由   6.5  3.6  3
社民連   0.9
進歩党  0.4
ネットワ  0.8  1 1.4  1.8  1.1  0.9
日本新  6.1
新進党  0.8
社民党  0.8 0.7  0.1
民主党  4.1 6.7 10.6 22.0  6.5
自由党 1.4
みんな  2.9
維新  3.5
（注）　・1963年の公明党は同党の前身である「公明政治連盟（政治団体）」になっている。
　　　・ 1955年 4月の都議選時において、自民党は未だ成立していなかったが、煩雑さを回避する目的で、日本民主党と
自由党とを「自民党」に集約した。
表 3－都議会選挙における政党公認候補者数の推移
知事 安井③ 東① 東② 東② 美濃① 美濃② 美濃③ 鈴木① 鈴木② 鈴木③ 鈴木④ 青島 石原① 石原② 石原③ 猪瀬①
選挙年 55年 59年 63年 65年 69年 73年 77年 81年 85年 89年 93年 97年 01年 05年 09年 13年
定数 120 120 120 120 126 125 126 127 127 128 128 127 127 127 127 127
過半数  61  61  61  61  64  63  64  64  64  65  65  64  64  64  64  64
自民党 154 129 100  77  68  68  61  68  66  71  73  59  55  57  58  59
公明党 (17)  23  25  27  27  27  30  28  25  24  23  23  23  23
共産党  14  21  23  36  37  41  36  39  40  43  42  44  44  43  40  42
社会党  61  63  61  58  61  44  33  29  26  31 34
民社党  21  22  17  11  10  11   9   8   4
新自由  18  14
社民連   9
進歩党   3
ネットワ   3   8   6 10   5   5
日本新  22
新進党 11
社民党   9   6   1   2
民主党  28  33  51  58  44
自由党  13
維新  34
みんな  20
（注）　・1963年の公明党は同党の前身である「公明政治連盟（政治団体）」になっている。
　　　・ 1955年 4月の都議選時において、自民党は未だ成立していなかったが、煩雑さを回避する目的で、日本民主党と
自由党とを「自民党」に集約した。
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うした候補者への投票はもちろん、候補者名を記載することによる政党票、すなわち東京
都の自民党票も獲得できないことになる。
　そうすると、東京都の自民党は、都議会選挙において、どのように自党の候補者を擁立
したのかという点に疑問が生じる。東京都の自民党の候補者擁立の状況を見よう。
　表 3によると、東京都の自民党は、63年の都議会選挙までは100を超える候補の擁立を
図っていた。「刷新都議会選挙」では、自党の政治汚職があったため自粛して、それ以前
の選挙時ほど候補者を擁立してはいないが、それでも77人もの候補者を擁立し、過半数の
議席を獲得できる意欲を示していた。続く、69年の都議会選挙から93年の都議会選挙まで
でも、東京都の自民党は、こうした状況を継続させるのである。
　ところが、こうした様相も97年の都議会選挙で一変する。議会内で過半数を超える候補
者の擁立が達成されていないのである。あたかも、都議会での影響力を放棄したかのよう
である。
　以上から、長期的に概観して候補者の擁立数が逓減している実態が把握できたので、こ
の点を詳しくみよう。それというのも、都議会選挙の選挙制度は、定員 1人の小選挙区と
2～ 8人の定員の中選挙区から成り立っているため、どのような選挙区から、候補者の逓
減が生じているのか、この点に関心があるからである。
　表 4は、小選挙区と中選挙区への自民党候補の擁立とその当選状況について見たもので
ある。これによると、55年から63年までの 3回の選挙では、小選挙区、中選挙区ともに定
数以上の候補者を擁立（ 3回平均で小―107.4％、中―106.3％）していた。もちろん、当
選率も高く（小―65.5％、中―55.1％）、しかも定数に占める議席率も小選挙区では
70.4％、中選挙区でも58.6％で、いづれも高い割合であった。
　続く、65年から93年の 8回の選挙では、候補者の擁立率が平均で小選挙区で82.1％、中
選挙区で52.5％と、「刷新都議会選挙」以前よりかなり減った（小― 4分の 1減、中―半減）。
　ところが、候補者の当選率は、刷新都議会選挙以前より改善していた（小―75％、中―
70.9％）。多くの候補者を擁立すれば、選挙費用もテマもかかるので、少ない経費で多く
の成果を挙げるには、候補者数を多くすることではなく、如何に当選率を向上させて、効
率的な選挙を展開した方が得策か、という判断が東京都の自民党に浮上したとしても不思
議ではない。このため、「刷新都議会選挙」以降、東京都の自民党の候補者数は逓減する
表 4－自民党の、小選挙区、中選挙区における候補者数当選者数の推移
知事 安井③ 東① 東② 東② 美濃① 美濃② 美濃③ 鈴木① 鈴木② 鈴木③ 鈴木④ 青島 石原① 石原② 石原③ 猪瀬①
選挙年 55年 59年 63年 65年 69年 73年 77年 81年 85年 89年 93年 97年 01年 05年 09年 13年
定数 120 120 120 120 126 125 126 127 127 128 128 127 127 127 127 127
過半数 61  61  61  61  64  63  64  64  64  65  65  64  64  64  64  64
自民党 154 129 100 77 68 68 61 68 66 71 73 59 55 57 58 59
小定数 5 11 11 11 9 10 10 11 11 9 7 7 7 7 6 7
小候補 6 12 11 9 7 9 7 8 8 9 7 6 6 6 7 7
小当選 3 9 7 6 4 7 6 7 8 4 6 6 5 5 3 7
中定数 115 109 109 109 117 115 116 116 116 119 121 120 120 120 121 120
中候補 148 117 89 68 61 59 54 60 58 62 66 53 49 51 51 52
中当選 69 64 62 32 50 44 50 45 48 39 38 48 48 43 35 52
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ことになったと考えられる。しかし、この点は、政党票の減票と不可分であったことは留
意を要する。
　驚くべきことに、97年から13年までの 5回の選挙では、当選率はさらに向上して、小選
挙区で81.3％、中選挙区では88.3％にも達していた。有権者からの支持を動員できても、
それが議席に直結しなければ、政党にとって選挙をする意義は低いものとなろう。東京都
の自民党は、党派的動員による支持者の獲得以上に、効率よく議席を確保することに腐心
してきた実態が、これらの点から伺える。こうして東京都の自民党は投票レヴェルでの党
派的動員から距離を置くことになっていくのである。
　では次に、効率的な選挙を達成するために、東京都の自民党は、議席を得ることに重点
を置いた反面、政党票を減票させていった実際について確認したい。
　ところで、選挙制度の中でも中選挙区制（単記非委譲投票）において政党が獲得する票
は、どのような性格のものになるであろう。比例代表選挙でない以上、政党名を投票用紙
に記載する訳ではないため、個人名の記載で投票されると、それは政党票に集約される。
そうすると、政党票というのは、「政党にカウントされる票＝政党に対する票＋候補者個
人に対する票」という整理が可能であろう5）。つまり、政党の理念や政策を他党のそれよ
り選好した結果、東京都の自民党に投票するという場合は、政党の票ということになるが、
この票と、政党の理念や政策については無関心であっても、候補者個人と知己があるとか、
同窓であるとか、同郷出身であるとかなど、個人の魅力に対して投じられる票、すなわち、
個人票との 2通りが政党票に代表されるのが、この選挙制度の仕組みである。そうすると、
この 2通りの投票という意味で、東京都の自民党はどのようであったのであろう。
　そこで、次に採り挙げるのは、定員 2人の西多摩および南多摩選挙区、 8人の世田谷区
の選挙区である。これらの事例は候補者の擁立と政党票の動員との関係を、都内の他の選
挙区に比較して分かりやすく説明できる利点を持っている。
　表 5は西多摩選挙区における東京都の自民党候補の政党票の獲得状況について調べたも
のである。これを見て気づくことは、①85年⇒89年⇒93年⇒97年の 4回の選挙に際し、候
補者が交代すると、その票は継続されていないことが分かる。絶対得票率が、経年で逓減
している。また、②有権者数の多さから見て、あきるの市と福生市を地元とする候補の擁
立が議席確保には好適であるが、必ずしも候補の擁立はそうなっていない。
　以上から候補者の立つ地域と、候補者の交代では、前候補の票の継続が重要であること
が分かる。
表 5－西多摩選挙区（ 2人区）での自民党公認候補の当落
85年 89年 93年 97年 01年 05年 09年 13年
あきるの市 丸山○ 丸山× 村木× うすい○ はたなか×
福生市 田村○ 田村○ 田村○ 林田○ 林田○ 林田○ 林田○
羽村市 並木○ 渡辺×
立候補数 2 2 2 2 1 2 2 1
当選数 2 1 1 1 1 2 1 1
絶対得票率（％） 86.1 63.2 51.1 19 29.1 27.8 21.6 20.1
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　次に、南多摩選挙区の 2人区について見て見よう。
　表 6では、①候補者を減らすと確実に政党票が減票していることである。また、②当選
数を重視するあまり、候補者数が減少して、党勢が衰退している点も理解できる。
　では最後に、 8人区の世田谷選挙区を見よう。
　表 7からは、①候補者数を減少させると政党票自体が減票されている。また、②広川の
後継は菅沼に継承された形であるが、しかし、当選数を重視したのであろうか、議席は確
保できても政党票は減票されている。
　以上の 3事例から、自民党票が減票していく要因としては、第一に、候補者数の減少、
第二に、複数の自治体に横断的に選挙区が編成されている場合、大票田地域に地元候補を
擁立しない場合、選挙区全体としての議席の確保は可能であっても、政党票としては減票
要因になることがある。そして、候補者の交代に伴う、前候補と後候補との票の継続状況
如何が、政党票の減票に関係するのではないかということが理解できる。
　 3事例ではあるが、このような傾向が全選挙区にも波及していたとも考えられるため、
東京都の自民党は、絶対得票率の逓減をさせることになったのであろうか。
　ただ、東京都の自民党は、投票レヴェルであったとはいえ、政党票の取り込み以上に、
なぜ、議席規模の効率的な維持に重点を置いていたのか、この点は関心の持たれるところ
表 6－南多摩選挙区（ 2人区）での自民党公認候補の当落
89年 93年 97年 01年 05年 09年 13年
稲城市 白井○ 白井○ 白井○
多摩市 浜西× 浜西× 小磯○ 小磯○ 小磯○ 小磯○ 小磯○
立候補数 2 2 2 1 1 1 1
当選数 1 1 2 1 1 1 1
絶対得票率（％） 44. 2 40. 2 19. 2 17. 9 17. 5 17. 2 17. 8
表 7－世田谷選挙区（ 8人区）での自民党公認候補の当落
59年 63年 65年 69年 73年
小林○ 小林○ 小林○ 小林○ 小林○
広川○ 広川○ 広川○ 　 　
河野○ 河野○ 河野○ 河野○ 河野○
栃倉× 栃倉× 　 　 　
染野○ 染野× 　 　 　
本多× 本多× 　 　 　
谷岡× 　 　 　 　
嘉悦× 　 　 　 　
小山× 　 　 　 　
三田× 　 三田× 　 　
武田× 　 　 　 　
　 　 　 菅沼○ 菅沼○
立候補数 11 6 4 3 3
当選数  4 3 3 3 3
絶対得票率（％） 64. 8 28. 6 25 23. 2 16. 1
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である。したがって、この背景には如何なる要因があるのか、それを次に検討しよう。
3．東京都の自民党の行動の背景
　そもそも選挙制度と政党システムとの関係は、どのように説明されるのであろう。この
点では、「相対多数決制は二大政党制に有利に働く6）」と、有権者の機械的自動的要因と
心理的要因とによる投票の結果、第三党以下の政党が排除されて、二党制がもたらされる
という議論を提出したデュベルジェ（Maurice Duverger）の命題が示唆的である。つまり、
「選挙制度が政党システムに対して影響を及ぼす」可能性があるというのである7）。そこで、
都政における選挙、とりわけ都議選の選挙制度について、ここで整理しておこう。
　周知のように、選挙制度には多数決制と比例代表制とがあり、多数決制は通常一人区で、
最大多数の投票者によって支持された候補者が勝利し、敗退した候補者に投票された有権
者の意思は代表されない仕組みである。これに対し、比例代表制は勝敗の決定には関与せ
ず、票の多寡の議席への反映が目的とされる。これらとは異なり、93年まで日本の衆議院
選挙は民主主義国家では稀な両制度の間に位置する中選挙区制（単記非委譲・制限連記投
票制の特殊な例）の下で行われてきた。この制度は、通常、各選挙区定数が 3人から 5人
までの複数とされ、機能的には少数派も代表されたため「準比例代表制」とも称された8）。
　都議会選挙も衆議院選挙と同様、47年の選挙から13年選挙まで、選挙区定数 2人以上を
中選挙区と定義すれば、中選挙区制中心で行われてきた。もちろんこの間、84年 5月17日
の最高裁判決で、定数是正が急務になると、都議会は「都議会議員定数等検討委員会」を
設置して、84年12月14日には 3減 3増の、88年 7月13日には 3減 4増の、92年 6月17日に
は 8減 8増の、96年 6月26日には 1減の、そして01年 3月 8日には 2減 2増の定数是正を
行ってきたが、しかし、選挙制度自体は戦後一貫して中選挙区制であった10）。たとえば、
01年の都議選は、表 8のように、全42選挙区中 7選挙区が小選挙区で、35選挙区が定数 2
人から 8人までの中選挙区制であった。13年の現行定数127議席の下でも、120議席が中選
挙区制によって選出されている。
　ところで、東京都の自民党が、効率的な議席獲得に重点があったように考えられる、65
年の都議会議員選挙の前後からすると、63年選挙で東京都の公明党が、65年選挙では東京
都の民社党が議席を獲得し、さらに東京都の共産党の躍進も現れている。こうした東京都
表 8－都議会の選挙区数と定数9）
選挙区の種類 選挙区数 定数
1人区  7   7
2人区 16  32
3人区  5  15
4人区  6  24
5人区  3  15
6人区  3  18
8人区  2  16
合　計 42 127
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の政党は、どのように都議会議員選挙に参入していったのか、これらについて検討したい。
　表 9は東京都の公明党の進出状況である。同党は、59年選挙では公明政治連盟（無所属）
で立ち、 3人を当選させたが、それらの候補者が立ったのは、いずれも 5人区以上の選挙
区12）からであった。同党は、63年の選挙から本格的に進出するが、その場合の立候補の仕
方は、 5人区以上の選挙区で当選者を増やす一方、 4人区でも 9人を当選させている。さ
らに65年選挙では、 3人区にも進出して、 2人を当選させた。つまり、東京都の公明党は
より比例代表制に近い定数の選挙区から進出し、議席を獲得するに従って、その対象の選
挙区を定数の少ない選挙区にも拡大するという方法で、着実に勢力を拡大したことが分か
る。
　一方、東京都の民社党はどうであろうか。表10から東京都の民社党の状況を見ると、同
党も東京都の公明党の進出方法を基本的には踏襲している状況が窺える。同党は、63年の
選挙で東京都の社会党から分裂すると、その分裂組みの 9人に加えて、21人の候補を立て
た。しかし同党はこの選挙で全敗したため、65年選挙では再度、前回と同一の選挙区に候
補を立てて挑戦した。しかし、当選したのは定数 5人区以上選挙区に限定されていた。し
たがって、69年の選挙では、候補者を絞って、定数の多い選挙区を中心に擁立したのであ
る。73年選挙はそのような方法をさらに進めた。東京都の公明党と民社党は党勢力こそ異
なったが、両党に共通したのは、進出する方法として定数の多い選挙区から開始している
表 10－東京都の民社党の落選と当選の推移13）
63年 65年 69年 73年
1人区
2人区  1
3人区  1
4人区 10
5人区  5 1
6人区  2 1 2 1
8人区  2 2 2 1
計 落21 4 4 2
表 9－東京都の公明党の進出11）
59年 63年 65年
1人区
2人区
3人区  2
4人区  9 12
5人区 1  3  4
6人区 1  2  2
8人区 1  3  3
計 3 17 23
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点である。
　次に、東京都の共産党についても表11において検討した。
　表11によれば、同党も東京都の公明党や民社党と同様、定数の多い選挙区から進出を試
みていることが分かる。
　これらとは逆に、65年選挙を分岐として衰退した東京都の自民党の場合は如何なること
になろうか。表12によれば、59年、63年と回を重ねるごとに議席数を伸長させた東京都の
自民党も、65年選挙において一挙に半減した。確かに、65年の刷新都議会選挙は東京都の
自民党にとって試練であったであろうが、その深刻さは一時のことではなく、それ以降東
京都の自民党は単独で過半数を確保するには至っていないといった点に表われているよう
に、継続されているということである。
　なぜそのような状況になったのであろう。65年選挙で議席を減少させたのは、定数の多
い選挙区が中心であり、また、ある程度議席数が回復した69年選挙では、定数の多い選挙
区からそれが達成されている。65年選挙では、63年選挙に比べて、 8人区でほぼ半減、 6
人区では 3分の 1にまで減少し、さらに 5人区、 4人区でも大きく議員数を減少させてい
る。
　一方、69年選挙では、4人区以上のいずれの選挙区でも回復が一定程度行われているが、
65年選挙時に回復するまでの状況には至っていない。都議会内会派の多党化は、定数の多
い選挙区への東京都の公明党や共産党の進出と、東京都の自民党の、そのような選挙区か
表11－東京都の共産党の進出状況14）
　 63年 65年 69年 73年
1人区 　 　 　 　
2人区 　 　 　 　
3人区 　 　  1  2
4人区 　 1  8 11
5人区 　 4  5  5
6人区 1 2  2  2
8人区 1 2  2  4
計 2 9 18 24
表 12－東京都の自民党の衰退状況15）
63年 65年 69年 73年
1人区  7  5  4  7
2人区  3  3  6  6
3人区  4  2  3  3
4人区 27 15 20 17
5人区 15  7 11 10
6人区  6  2  4  2
8人区  7  4  6  6
計 69 38 54 51
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らの退場によってゼロサム傾向を示していたことが分かる。ゆえに、東京都の自民党は、
政党票の減票以上に、議席数の確保に拘泥したのであろう。
　東京都の自民党が政党組織による候補者選定に厳格であったため、候補者数を逓減させ
てまで、効率的な議席確保に執着したことは理解できたが、なぜそのような政党行動を選
択することになるのであろう。この点を次に考えてみよう。
4．自治体の政治制度と政党システム
　ここでは、自治体の政治制度について確認しておこう。都道府県や市町村の自治体は、
日本では二元代表制の政治制度を採用している。これは、執行機関としての首長と議決機
関としての議会のふたつの機関を、第一に有権者の各々の直接選挙によって一定期間選出
し、第二に明確な権限のもとに分立させるという仕組みである16）。
　第一の選挙を通じた有権者の意思の表明は、日本の議院内閣制とは異なり、執行機関と
議決機関の双方に一定期間制度化されるという点で、有権者の意思の表明によって執行機
関がある期間、統御されることを意味するため、執行機関と有権者との関係が重要になっ
てくる。このためハンチントンらも「政権が時々の状況に対応し、民意を反映した上で政
権を担当できるか否かという能力」、いわば「統治能力17）」が重要であることを大統領制
に関して指摘していた。大統領制に酷似している二元代表制では双方の機関が固定任期で
自治体を運営するため、統治能力の実効性が自治体の存在状況に映し出される。「単に生
き長らえている政権と活力のある政権」との相違は、統治能力の実効性に関わってくるの
である。固定任期は統治能力のある政権では過剰に意識されないものであろうが、逆に政
権の体は為していても統治能力の欠如した、単に任期という政権の寿命を消化しているだ
けの政権ではむしろそれは障害にさえなる。障害の排除を目的に、軍部によるクーデター
という手段を通じての政権交替は、多くの発展途上国家で目撃されたところである。有権
者の意思の反映が合理的に機能している政権では統治能力も高く、その政権は安定するで
あろうが、さもなくば統治自体に危機が及ぶ可能性も高くなる。もともと民主主義の最大
の特徴が「人民のための統治」という政治活動の公開性と同時に、人民からの公的異議の
申し立ての制度化であった点に鑑みれば、統治能力の有無が如何に重要であるかは理解で
きるであろう。
　第二に、権限の明確化の下での機関分立という特徴は、制度的問題を表出する可能性を
内在させたため、執行機関と議決機関との相互関係が重要になった。すなわち、両者の対
立が深刻化すると、事態の推移に応じて権力行使を柔軟に行い得ない状態が現出されるの
である。両者の硬直性18）（rigidity）が増大すれば政治の停滞（immobilism）と行き詰まり
（deadlock）を産出することになる。大統領制とその「政治的安定性」についての考察に
よれば、議院内閣制の政治的安定性は、主にその政権の寿命の長短によって測定されるの
に対し、任期に支えられた大統領制の政治的安定性は、予定された期間における大統領に
対抗する勢力の動向に依存するとされる19）。大統領と議会多数派との対立が昂じれば物事
の解決は容易ではなくなり、当該政権は政治的不安定に陥らざるを得ない。もちろん、こ
うした状態を回避する方法として、二元代表制では首長による議会解散権と議会による首
長不信任決議権とが制度化20）されているが、以上のような大統領制における政治的不安定
については、メインウォーリングも指摘した21）。大統領の党派が議会の多数派に一致すれ
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ば不一致の場合に比してより安定的であるが、逆に不一致であれば大統領の意思は議会を
容易には通過できなかった22）。また仮に一致しても、多数派の凝集性が政党システムの状
況によって動揺すれば、政権は必ずしも安定して推移しなかったのである。大統領制にお
ける大統領と議会の関係が政党システムに如何に依存していたかが分かれば、二元代表制
における首長と議会の関係でも、この点は重要であることが理解できる。
　こうした点を背景として、都議会を概観すれば、五五年体制成立以降65年 7月の「刷新
都議会選挙」まででは東京都の自民党も一党で多数を占めたが、それ以降では、第一党で
はあっても相対化し、東京都の自民党以上の多数党は都議会に参入していない23）。第二に、
さらに、自社両党に加えて東京都の公明党や民社党が、77年選挙では東京都の新自由クラ
ブが、さらに93年選挙では東京都の日本新党が新たに都議会内に議席を得て、東京都にお
ける政党システムは多党化し、この状況は今日まで継続されている点は、既述した通りで
ある。
　多数党の不在と多党化した政党システムという都議会内の政党配置と、二元代表制とは
都政における政党政治の遂行に不安定を及ぼす可能性が高い。それというのも、知事の選
択の際、単独で候補を擁立できない場合には選挙協力によって協調しても、政権成立後の
政治過程では必ずしもその協調が有効的にはならないという点があるからである。それは、
執行機関と議決機関が二元的であるため、知事支持派には知事を支える意識が議院内閣制
における与党に比べて希薄となり易いためである。
　また、与党は、議会内に多数を形成し、与党の政権を執行機関に樹立せしめるから与党
であって、そこでは政権を支えることが与党の前提である。仮に政権が崩壊すれば、与党
はそれを野党に明け渡すのみである。しかし二元代表制における知事を支える多数派形成
は、知事にとっては、いわば議案を成立せしめる手段であり、必ずしも同一の多数派が継
続して知事を支えるとも限らず、知事支持派の政党や会派といえども、議案の都度、多数
派形成が変容しても一向に差し支えない。しかも、そもそも、自治体の政治制度である二
元代表制には与党も野党も存在しない。議院内閣制ではないからである。しかし、現実に
は、恒常的に同一の多数派を知事が追求するのは、議案毎の多数派形成が必ずしも容易で
はないからである。つまり二元代表制における知事支持派は、いわば知事側の論理に基づ
く枠組みであって、制度上保障されているものではないのである。しかも知事と議会は各々
選出されて、その代表性は有権者に由来するため、双方は、有権者からさえ安定的な信頼
を確保できてさえいればその地位を追われることはない。このため、知事支持派であって
も、知事を恒常的に支えなければならない責任に乏しく、また、知事が如何なる政策決定
を行おうと、それは議会の議員自身や会派の意思に添うのみである。
　知事支持派の多数派形成が、単一の政党によって成立するのであれば、知事支持派も継
続して知事を支えるであろうが、知事支持派の政党会派、それが複数政党から構成される
となると、知事支持派の協調性の確保は容易ではなくなる。増して、都議会選挙で候補を
中心に競合した上で、都議会内で議案毎に多数派形成を行おうとすれば、知事には並大抵
ではない議会内政党との交渉能力が求められる。このため、知事の提出する議案の安定的
な通過には、知事を支持する多数派の確保とともに、知事支持派の協力関係の高さ（凝集
性）の程度も必要になるのである。
　以上のような都議会内における多数党の不在と政党システムの断片化（fragmentation24））
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という構造的要因が存在するために、都議会内の各政党会派は、執行機関との関係を如何
に結ぶか、また自党自派内の、あるいは協力する知事支持派内の凝集性を如何に担保する
かに腐心しさえすれば良く、議院内閣制のように、議会の議席数の過半数を確保して、与
党として政権運営に参画する必要はないということになる。
　したがって、東京都の自民党が、テマ、ひま、カネをかけることなく、効率的に一定の
影響力を都議会内に維持できる議席数のみ維持してさえいれば、仮に、党派的動員に成功
せず、有権者の支持の動員が不十分であったとしても、政党としての一つの目的は達成さ
れていたと考えられる。
5．むすびにかえて
　最後に、当報告の議論の有効性について考えたい。ここで見られた東京都の自民党は、
「刷新都議会選挙」以降は、それ以前とは異なり、少数化することをも躊躇せず、むしろ、
都議会選挙でこそ競合しても、選挙後には、都議会内に一定の議席規模を維持する他の会
派との議会内協調政治を遂行してきた点が伺える。このことは、97年の都議会選挙以降の
政党の公認候補の擁立状況を見ても確認できる（表 1）。すなわち、東京都の自民党は、
97年の都議会選挙以降、60議席を超える候補の擁立を実施したことは皆無であった。また、
他の会派の一つである東京都の公明党も、85年の都議会選挙で30議席という最高値を確保
して以降、89年28、93年25、97年24、そして01年以降は23議席で一定している。つまり、
両党は、都議会選挙の特に中選挙区では競合するものの、選挙後では、両者で一体として
都議会政治に対処してきた状況を呈している。
　13年 6月に行われた、都議会選挙では、東京都の自民党候補の全員が議席を得た。そう
した状況は、事前の自民党の支持率の高さからある程度理解できていたにも拘わらず、し
かし、自民党は、過半数を確保するような候補擁立を行わなかった。むしろ、二元代表制
である都政においても、東京都の公明党との協調を維持したのであろうか、候補者選定に
効率性という点から臨んでいるように伺える。
　議院内閣制とは異なる政治制度が自治体に採用されている以上、本稿のような事態にな
ることは、合理的な政党のあり方としては避けられないであろう。人、カネ、モノ、時間
などの多くの資源を費やす選挙を、最小の費用で実施し、最大の成果を得るよう振る舞う
方向は、大都市部の自治体ではむしろ適合的であるとも考えられる。従って、こうした延
長上に、東京都の自民党の政党候補の擁立作業は作動していたと考えられる。
　従来、都議会選挙は、先進性や特殊性といった様相を呈したが、それは、12年に一度、
参議院の通常選挙に先行して実施されるためである。そこでは、国政並みの選挙が展開さ
れるため、そうした理解はやむをえない面もあるが、しかし、国政においては、09年 8月
下野して以降、政権復帰を目指して余年がなかった自民党も、都政においては、そうした
面とは異なる、制度の機能を理解し、合理的かつ効率的な政党運営を行っているように見
える。東京都の自民党の一面の議論である。
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